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中小機構の組織概要
所在地： 東京都港区虎ノ門3-5-1 虎ノ門37森ビル

根拠法： 独立行政法人中小企業基盤整備機構法

設立： 平成16年7月
（中小企業総合事業団、地域振興整備公団、
産業基盤整備基金の三法人が統合）

目的： 中小企業政策全般にわたる総合的な実施機関として、
起業・創業期から成長期、成熟期にいたるまで、
企業の成長ステージに合わせた多様な支援施策を実施

主要拠点： 本部（東京）
地域本部等（10ヶ所）
中小企業大学校（9校）

資本金： 1兆2１３７億円（202５年４月）

役職員： 役員13名 職員8２２名（202５年4月）

主務大臣： 経済産業大臣及び
財務大臣（産業基盤整備業務について共管）



経営相談等
経営課題に対しオンライン・対
面など様々な方法で各分野の
経験豊富な専門家がアドバイス

ハンズオン支援
個別の経営課題を解決するた
めに専門家チームを派遣し支援

中小機構の事業概要
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事業の創出

人材育成

事業の継続経営相談/支援 事業の発展

大学校研修
全国９ヶ所の中小企業大学校や
地域本部において、各種研修を
通して人材育成をサポート

ＷEBee Campus
Web会議システムや動画教材
により職場にいながら受講で
きる研修を提供

サテライト・ゼミ
全国各地の支援機関や金融機
関等と連携し、少人数参加型の
研修を実施

TIP＊S/BusiNest
新しいアイデアを磨く方や創業
者・創業期の企業のためのビジ
ネス拠点

起業相談AIチャットボット
起業準備者・関心者を対象に
AIが起業の質問等に回答

インキュベーション
インキュベーションマネー
ジャーによる経営相談、産学官
金連携等もサポート

ＦＡＳＴＡＲ
ベンチャー企業の資金調達や事
業提携に向けた伴走型の短期
集中型アクセラレーター(成長
加速化)支援

ファンド出資
設立５年未満の創業、成長初期
段階のベンチャー企業、事業の
再生等への投資を目的とした
ファンドに対して出資

Japan Venture Awards
次なる日本のリーダーとして果
敢に挑戦する起業家を表彰

海外展開支援
海外展開を検討する段階から、
海外事業計画作成、海外進出ま
で、様々なメニューにより支援

販路開拓支援
中小企業と国内外の企業をつ
なぐ「J-GoodTech」、eコ
マースの活用などにより販路開
拓をサポート

新事業創出支援
新たな商品やサービスを創出、
さらなる成長を目指す企業を
サポート

高度化事業
中小企業が共同で利用する施
設に対し、地方自治体と連携。
融資や専門家のアドバイスを実
施

事業承継・事業引継ぎ
中小企業事業引継ぎ支援全国
本部として後継者不在企業の
事業引継ぎをサポート

事業再生
中小企業再生支援全国本部と
して中小企業の再生をサポート

共済制度
質の高いセーフティネットの提
供



経営相談/支援事業の全体像
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生産工程スマート化診断

カーボンニュートラル簡易診断

事業再構築相談・助言事業

ハンズオン支援事業（特定）

ハンズオン支援事業（総合）

ハンズオン支援事業（IT）

ハンズオン支援事業
（テストマーケティング）

ブラッシュアップ（M-A型）

テストマーケティング（M-B型）

フォローアップ（M-C型）

IT企画・導入（ IT -A型）

IT構想策定（ IT -B型）

有
料

無
料

短
期
（
最
大
３
回
ま
で
）

長
期
（
１
０
か
月
程
度
）

中
期
（
５
か
月
程
度
）

長期・継続的に経営全般をサポート

実務的な知識・ノウハウで課題解決をサポート

経営戦略に基づくIT導入と人材育成をサポート

新たな市場開拓・マーケティングをサポート

事業再構築に向けた課題整理をサポート

生産現場のデジタル活用のきっかけづくりをサポート

CN実践に向けたCo2排出量の算定をサポート

経営相談／IT経営サポートセンター 経営に関する様々なお悩みをピンポイントでサポート
都
度

ハ
ン
ズ
オ
ン
支
援

診
断
・
助
言

相
談



J-Net21での情報提供

セミナー/勉強会/講習会

①カーボンニュートラル相談

②事業再構築相談・助言
（CN簡易診断）

事業者の
ステージ

支援の
ステージ

✓カーボンニュートラルへの関
心を喚起するために、他の
機関と連携してセミナー等
を開催

✓CNに関する具体的な行動に
移そうとする事業者に対して、
無料のアドバイス事業で課題
整理をサポートする

✓本気で行動に移そうとする事業
者に対して、ハンズオン支援で、
課題に応じた支援を行う

✓CNに関連する様々な情
報を整理し、実践に必要
な情報を幅広く提供

オンデマンド動画

✓CNに関心を持った事業
者に対して、無料の相談
事業で「何に、どう」取り組
めばよいか、を助言する

認知・理解
（知る）

相談
（知る・把握する）

現状把握
（把握する）

目標・計画
（計画する・削減する）

実行
（削減する）

③ハンズオン支援

資金調達
★ものづくり補助金
★事業再構築補助金

中小機構のCN支援体系
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中小機構のカーボンニュートラル支援ステップ



①カーボンニュートラル相談

➢相談企業は、製造業が60％と多く事業規模は売上高10億円以上が45％、
従業員数が50人以上が約50％

➢相談内容は「現状把握・情報収集」、「自社のCO₂排出量の計算方法」
といった取組前の基礎的な相談事項が多い

➢一方で「サプライチェーン対応」「SBT・RE100への認証対応」と
いった具体的な相談も徐々に増えて来ている

➢  実際に、大手企業等から対応を求められたために相談に来ている企業
が多い印象。

➢主な相談内容

1.現状把握・情報収集
2.自社のCO₂排出量の

計算方法
3.自社取り組みのPR
４．SBT、RE100への

認証対応
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専門家を最大３回、無料で
派遣しCO2排出量の現状
把握と対策立案をサポート

➢ カーボンニュートラルに関する具体的な取り組みを考え、行動に移そう
とする企業者様には、無料のアドバイス事業で課題整理をサポート。
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②事業再構築相談助言（CN簡易診断）
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④削減目標の認
識と設定

①エネルギー別
CO2排出量の
把握

②設備別CO2排出
量の把握
（設備・工程別）

③ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾛｰ図
使用エネルギーと
ユーティリティや生産
設備の関連図

⑤削減提案
削減の6つの視点

⑥エネルギー管理
体制・状況

⑦総括
診断結果の総括
と今後の進め方

②事業再構築相談助言（CN簡易診断）

簡易診断シートサンプル
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①エネルギー別
重点的対策対象
エネルギーの把握

②設備別
重点対策設備・
工程の把握

③エネルギーフローの可視化
使用するエネルギーと生産設備

やユーティリティーを関連付け

対策優先順位を明確にする

②事業再構築相談助言（CN簡易診断）

エネルギー使用の見える化と削減対象の決定

コンプレッサー
ボイラー

生産設備 空調設備
照明設備

電気 ガス
ガソリン

重油
灯油
軽油



②事業再構築相談助言（CN簡易診断）

削減ポテンシャルの検討（削減の6つの視点）

①サゲル：設備の圧力や空調負荷などの低減
②ナオス：設備の不具合箇所の修正
③カエル：省エネ設備機器やエネルギーへの変更
④ヒロウ：廃棄物のエネルギーを回収・再利用
⑤トメル：実際には働いていない設備の停止
⑥ヤメル：設備の必要性に応じ、不要なものは廃止

総括・今後の進め方

日本電機工業会資料より作成

【総括】
専門家が診断結果を総括。お客様の実態と対策提案及びカーボン
ニュートラルに向けての課題などを明らかにします。
【今後の進め方】
カーボンニュートラルに向けた今後の進め方を提案します。 10



③CNハンズオン支援

•プロジェクト

•専門組織

体制
構築

•GHG排出量調査

•工程、設備別分析

•優先順位

現状
調査

•目標設定

•削減対策立案

•エネルギー転換検討

目標設定

対策立案

•開発投資

•設備投資

•中長期経営
戦略

技術開発
経営戦略

低炭素燃料転換（ガス、水素等）

電気エネルギー転換

外部要因

自社生産プロセス革新

自社新技術開発

内部要因

➢ 本気で行動に移そうとする企業者様に対しては、ハンズオン支援で中長
期計画、投資対効果の調査・算出と短期的な省エネ改善等、課題に応じた支
援を行います。

〈専門家を派遣 2回/月、8～10ヶ月程度〉
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③CNハンズオン支援

➢ ハンズオン支援にあたっては、企業内で「プロジェクトチーム」を組成。アドバイザー
のノウハウをプロジェクトメンバーに移転していくことで、支援終了後も、企業が自
立的に成長・発展していくことを目指します。

➢ 企業の経営課題に応じて「支援計画書」を策定。支援計画書に基づき、登録
専門家の中から課題解決のために最適な専門家を選定し企業へ派遣。

➢ 支援にあたっては、機構側もプロジェクトを結成し、チーム体制でご支援。

伴走型支援で

企業の自立成長を促進

プロジェクトチーム

担当アドバイザー

支援企業

担当
アドバイザー

シニア中小企業
アドバイザー管理者

(中小企業
アドバイザー)

職員

中小機構

「支援計画書」に基づいたチーム支援
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私たち中小機構は中小企業のCN推進を
手厚くサポート致します

ご清聴有難うございました

【お問合せ】
中小企業基盤整備機構 九州本部 企業支援課

電話：092-263-0300
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